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要　約

欧州における防衛費増加の
進捗と展望
～競争力強化との両立に向けた課題～

ロンドンリサーチセンター　橋本 政彦

2025 年に米国で第二次トランプ政権が誕生したことをきっかけに、Ｅ
Ｕでは急速に安全保障強化への問題意識が高まり、防衛費のさらなる積み
増しに向けた動きが加速した。ＥＵの防衛費は 2025 年の段階でＧＤＰ比
２％という節目の水準に到達したが、2025 年に発表された「欧州再軍備
計画」による融資制度が実行フェーズに移ることで、2026 年の防衛費は
さらに増加する可能性が高い。ただし、フランスやイタリアなど、ＥＵ加
盟国の一部は、防衛費の増加自体には賛同しつつも、それ以上に財政再建
に重きを置いており、財政収支を悪化させてまでの防衛費の増加には消極
的である。

ＥＵは防衛費に関して、一時的に財政規律を緩和しているため、これが
続く 2028 年までは財政が防衛費の増加を阻害する要因とはなりづらい。
だが、中長期的には財政規律と防衛費の増加の両立がＥＵ加盟国には求め
られる。

防衛力の強化はＥＵの優先政策の一つにすぎず、ＥＵにとって最大の優
先事項は経済的な意味での競争力強化である。財源が限られる中、成長戦
略の要である気候変動対策など、他の政策と防衛力強化のバランスをどう
とっていくか、防衛支出をいかに競争力に結びつけるかが課題となる。

はじめに
１章　ＥＵの財政の現状
２章　防衛費増加に向けた政策の進捗と課題
３章　中長期の政策展望
おわりに
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はじめに
コロナ禍に適用が停止されていた財政規律が再

開されたことで、2024 年に高まったＥＵの財政
健全化に向けた機運は、2025 年に入って 180 度
転換した。きっかけとなったのは米国での第二次
トランプ政権の誕生である。米国との同盟関係が
揺らぐ中、ＥＵでは自ら安全保障を強化する必要
性が強く認識され、防衛費の増加へと舵を切った。

ＥＵは加盟国の防衛費の増加を支援するため
の投資計画である「欧州再軍備計画（ReArm 
Europe Plan）」を 2025 年３月に公表し、財政
規律を一時的に緩和することを決めた。

また、こうしたＥＵの動きに呼応して、各加盟
国も積極的に防衛費の積み増しに動いた。特に、
ドイツがそれまで独自に設定していた厳格な財政
ルールである「債務ブレーキ」を見直す憲法改正
に踏み切り、財政拡張へと舵を切ったことは、ド
イツにとってのみならず、ＥＵ全体にとって大き
な方針転換といえる。

本稿では、こうした 2025 年の防衛費を中心と
した財政政策の転換からおよそ１年が経過したこ
とを受け、足元までの状況を確認、整理した上で、
ＥＵの防衛費、および財政の先行き、さらには今
後の政策の将来を展望する。

本稿の構成は以下の通りである。１章では、防
衛費増加に向け大きく議論が進展した 2025 年の
防衛費の動向と、それがＥＵ、および加盟国の財
政に及ぼした影響を概観する。２章では 2025 年
にＥＵが導入した防衛費増加のための施策の進捗
を確認した上で、防衛支出、および財政政策の先
行きを整理する。３章では、より中期的な視点か
ら、防衛以外も含めたＥＵの政策全体の将来を展
望し、その実現に向けた課題を論じる。

１章　ＥＵの財政の現状
１．ＥＵの防衛費はＧＤＰ比２％に到達

まず、ＥＵの防衛費の動向を確認していくと
2025 年は、前年比 11.1％増加の 3,810 億ユー
ロとなった（European Defence Agency によ
る見込み値）。変化率は 2024 年の 19.1％からは
低下したものの、二桁増の速いペースでの伸びを
維持した。防衛費の対ＧＤＰ比は 2.1％と 2024
年の 1.9％から＋ 0.2％ pt 上昇し、1993 年のＥ
Ｕ発足以降の最高値を更新した。

また、2025 年の注目すべき点は、ＥＵ全体で
の防衛費の増加は一部の国に偏ったものでなく、
多くの国で見られたことである。2025 年はＥＵ
27 ヵ国中、チェコ、ハンガリー、リトアニアの３ヵ
国を除く 24 ヵ国で防衛費対ＧＤＰ比が上昇した

（個別国の防衛費はストックホルム国際平和研究
所（ＳＩＰＲＩ）公表値、以下同）。

各国の防衛費の水準を見ていくと、最も高い
ポーランドでは 4.5％に達し、これにラトビア

防衛費（右軸）
防衛費対ＧＤＰ比

図表 1　ＥＵの防衛費の推移

（注）金額は 2024年基準実質額、2025年は見込み額。
（出所）　European Defence Agency より大和総研作成

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25
（年）

（％） （億ユーロ）



24 大和総研調査季報　2026 年 夏季号 Vol.63

（3.6％）、エストニア（3.4％）、ノルウェー（3.3％）、
デンマーク（3.3％）、リトアニア（3.1％）と、
北欧諸国が続く。これらの国はロシアに地理的に
近く、ロシアの脅威への備えが防衛費水準の高さ
の要因となっている。また、前年からの変化を見
ても、デンマーク（前年差＋ 1.0％ pt）、ポーラ
ンド（同＋ 0.7％ pt）と、やはりロシアに近接し
ている国の変化幅が大きかった。

他方、ポーランドと並んで、ベルギー（前年差
＋ 0.7％ pt）、スペイン（同＋ 0.7％ pt）でも大き
く防衛費が増加したが、これはロシアへの対応で
はなく、ＮＡＴＯによる防衛費目標の存在と、トラ
ンプ政権による圧力が増加要因になったとみられ
る。両国の防衛費は 2024 年の段階ではＮＡＴＯ
の従来の目標であるＧＤＰ比２％を大きく下回り、
加盟国の中でも低位にあった。トランプ大統領は
就任後、ＮＡＴＯ、および加盟国に対する防衛費
積み増しの圧力を強めたことから、これに応えるた
めに両国は防衛費を大きく増加させたとみられる。

ＮＡＴＯは 2026 年 3 月に公表した年次報告

書で、２％の目標を定めて以降初めて、2025 年
は全ての加盟国（常備軍を持たないアイスランド
を除く）が目標を達成したと報告した。本稿執筆
時点では、ＮＡＴＯによる 2025 年の防衛費統計
はまだ公表されておらず、実際には２％を幾分下
回った国がある可能性はあるものの、２％目標を
ほぼ達成したことはＮＡＴＯにとって、重要な到
達点となった。

２．防衛費の増加は必ずしも財政悪化に
つながらず

では、ＥＵ加盟国が総じて防衛費を積み増す中、
ＥＵおよび、加盟国の財政にはどのような変化が
見られたか。

ＥＵ全体の動向を確認すると、2025 年の歳出
の対ＧＤＰ比は 49.5％と、2024 年の 49.1％か
ら 0.4％ pt 拡大し、2021 年（51.2％）以来の高
さとなった。コロナ禍対応のため財政規模が膨ら
んだ 2021 年および 2020 年（52.9％）を除けば、
2013 年以来の高さである。前項で確認した防衛

2025 年
2024年

図表２　ＮＡＴＯ加盟国、ＥＵ加盟国の防衛費対ＧＤＰ比

（注１）アイスランドは常備軍を持たないため非表示。キプロス、オーストリア、マルタ、アイルランドはＮＡＴＯ非加盟。
（注２）ＮＡＴＯの目標は2025年６月に、従来のＧＤＰ比２％から５％（中核的防衛費3.5％＋インフラ投資等1.5％）に引き上げられた。
（出所）ＳＩＰＲＩより大和総研作成
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費の増加によって、歳出全体も膨らんだことが確
認できる。

一方、歳入の対ＧＤＰ比も歳出と同程度に
拡 大 し た た め（2024 年：46.0 ％ → 2025 年：
46.4％）、財政収支対ＧＤＰ比は▲ 3.1％と、
2024 年から変わらなかった。2025 年に入って
防衛費を中心とした拡張財政の議論が進む中、欧
州委員会やＩＭＦなど、多くの予測機関は財政赤
字の拡大を見込んでいたが、そうした予想ほどに
はＥＵの財政スタンスは拡張しなかったというこ
とになる。

ただし、ＥＵ全体では財政収支対ＧＤＰ比は横
ばいとなったものの、国によって状況は大きく異
なる。

2024 年から 2025 年にかけての財政収支対
ＧＤＰ比の変化を国別に見ると（図表３）、ＥＵ
27 ヵ国中、12 ヵ国が改善、１ヵ国が前年と変わ
らず、14 ヵ国が悪化した。

特に大きく財政収支が改善した国を見ると、
ルーマニア（前年差＋ 1.4％ pt）、マルタ（同＋

1.2％ pt）、フィンランド（同＋ 1.0％ pt）、スペ
イン（同＋ 0.8％ pt）は、歳入の増加に加え、歳
出が抑制されたことが財政収支の改善要因となっ
ている。いずれの国も防衛費は増加しているが、
防衛費の増加分が他の歳出の抑制によって賄われ
た形である。

一方、財政収支が特に大きく悪化したのは、ル
クセンブルク（前年差▲ 2.9％ pt）、アイルランド

（同▲ 2.3％ pt）、スロベニア（同▲ 1.6％ pt）、デ
ンマーク（同▲ 1.6％ pt）の順となる。このうち、
デンマークについては前項で見たように防衛費の
増加幅が大きく、歳出全体を押し上げたが、ルク
センブルク、スロベニアについては防衛費以外の
歳出増加が、アイルランドについては歳入の大幅
な減少が財政悪化の要因となっている。

前項で確認した通り、2025 年は大半の国で防
衛費が増加し財政支出を押し上げた。だが、防衛
費の増加幅が大きかった国で必ずしも財政収支が
悪化したわけではない。税収の上振れが防衛費の
増加をカバーした国もあるが、一部の国では防衛

費を他の歳出の削減によって補
う動きが見られた。

２章　�防衛費増加に
向けた政策の
進捗と課題

１．�防衛費の増加は2026
年に本格化

2025 年にＥＵの防衛費を
めぐる環境は激変した。だが、
その影響が本格的に出始める
の は 2026 年 と 見 込 ま れ る。

歳出（逆符号）
歳入

財政収支
防衛費（逆符号）

図表３　ＥＵ加盟国の財政収支と防衛費の変化
　　　　（2024年→2025年）
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2025 年に高まった防衛費増加気運や制度変更が
各国の予算に本格的に反映されるのは 2026 年と
みられるためである。

欧州委員会の財政見通しによれば、2026 年
のＥＵの歳出対ＧＤＰ比は 50.3％と 2025 年の
49.5％から拡大する。同時に歳入の増加も見込ま
れているものの、2026 年の財政収支対ＧＤＰ比
は▲ 3.5％と、2025 年の▲ 3.1％から赤字幅が
拡大し、財政スタンスは拡張的となる予想である。
欧州委員会は財政スタンスの拡張に関して、復興・
強靭化ファシリティ（Recovery and Resilience 
Facility）最終年におけるＥＵ予算による支出に
加えて、各国が資金を拠出する防衛費を含む公共
投資の継続的な増加が押し上げに寄与すると説明
している。一方、2027 年については、さらに財
政収支の悪化が続く見通しであるが、歳出、歳入
ともにＧＤＰ比の低下が見込まれている。

２．ＳＡＦＥは実行段階へ

2026 年の防衛費を押し上げる要因となるとみ

られるのが、ＥＵの加盟国の防衛費に対する融資
制度である「欧州の安全保障（Security Action 
for Europe：ＳＡＦＥ）」が実行フェーズへと移
ることである。

ＳＡＦＥは2025年3月に設置法案が提案され、
同年８月までに 19 ヵ国が利用を申請した。欧州
委員会はこれを受け 2026 年 1 月 15 日に８ヵ国
に対し第１弾の承認を実施し、その後、第３弾ま
でにハンガリーを除く 18 ヵ国からの申請を承認
している（図表５）。融資枠の最大 15％は前払い
分として実行され、その後は欧州委員会が加盟国
による計画を審査した上で融資が段階的に実施さ
れる。

ＳＡＦＥによる融資枠の総額は 1,464 億ユーロ
となり、これはＥＵの 2025 年のＧＤＰの 0.8％に
相当する。国別の規模を見ると、既に積極的に防
衛費を積み増しているポーランドが 437.3 億ユー
ロと圧倒的に大きく、全体のおよそ３割を占める。
ポーランドは 2026 年 5 月に申請国で最初となる
欧州委員会との融資協定に署名しており、５月末

には前払い分の 66 億ユーロを受け取った。
また、ポーランド以外ではリトアニア、ク
ロアチア、ルーマニア、ベルギーの４ヵ国
が本稿執筆時点で署名を終えており、ほど
なく融資が実行される見込みである。

一方、ＥＵ加盟国のうち８ヵ国（ドイツ、
オーストリア、スウェーデン、オランダ、
アイルランド、マルタ、ルクセンブルク、
スロベニア）は、ＳＡＦＥの利用を申請を
していない。

オーストリア、マルタ、アイルランドに
ついては、軍事的中立の立場をとっており、
ＮＡＴＯにも加盟していない。ＥＵ主導の
大規模な共同軍事調達や防衛産業の強化に

歳入 /GDP（右軸）

財政収支 /GDP
歳出 /GDP（右軸）

図表４　ＥＵの歳出・歳入・財政収支見通し

（出所）Eurostat、欧州委員会より大和総研作成

欧州委員会
見通し

36

38

40

42

44

46

48

50

52

54

56

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20 22 24 26（年）

（％） （％）



27

欧州における防衛費増加の進捗と展望

深くコミットすることが、自国の中立政策に反す
ることを懸念して融資の利用を見送ったとみられ
る。また、スロベニアはＮＡＴＯ加盟国であるも
のの、防衛費の増加に対しては慎重な国であり、
国内世論への配慮などからＳＡＦＥの利用を申請
しなかった。

一方、ドイツ、スウェーデン、オランダ、ルク
センブルクについては、国債の信用力が高く、Ｓ
ＡＦＥを利用した資金調達よりも有利な条件で資
金調達が可能であり、メリットがなかったため利
用を申請しなかったとみられる。

３．財政規律の緩和策は想定ほどには利
用されず

（１）ＮＥＣ非申請国のＧＤＰはＥＵ全体の50％超
防衛費を押し上げるためにＥＵが導入したもう

一つの政策が、防衛費に関する財政基準の緩和で
ある。防衛費が国家脱出条項（National Escape 
Clause：ＮＥＣ）の対象とされ、2025 年から
2028 年までの４年間は、国防に関連する支出に
起因した財政悪化であれば、最大で
ＧＤＰ比 1.5％まで財政規律からの逸
脱が認められる。

ただし、欧州委員会が見込んでいた
通りの規模で融資手続きが進むＳＡＦ
Ｅとは対照的に、ＮＥＣの効果につい
ては欧州委員会が当初見込んでいた
ほどには大きくならないとみられる。
ＮＥＣの利用状況を確認すると、Ｅ
Ｕ 27 ヵ国中 17 ヵ国が利用を申請し、
欧州委員会に承認されている一方、残
る 10 ヵ国は利用を申請していない。

欧州委員会は、ＮＥＣ発表当初、
制度の利用によって 2028 年までに

図表５　ＳＡＦＥによる各国の融資枠
国名 融資枠

(億ユーロ）
ＧＤＰ比
（％）

欧州委員会	
による承認日

ポーランド 437.3 4.7 2026/1/26
ルーマニア 166.8 4.4 2026/1/15
ハンガリー 162.2 7.4 －
フランス 150.9 0.5 2026/3/25
イタリア 149.0 0.7 2026/1/26
ベルギー 83.4 1.3 2026/1/15
リトアニア 63.8 7.6 2026/1/26
ポルトガル 58.4 1.9 2026/1/15
ラトビア 35.0 8.1 2026/1/26
ブルガリア 32.6 2.8 2026/1/15
エストニア 23.4 5.6 2026/1/26
スロバキア 23.2 1.7 2026/1/26
チェコ 20.6 0.6 2026/3/25
クロアチア 17.0 1.8 2026/1/15
キプロス 11.8 3.2 2026/1/15
フィンランド 10.0 0.4 2026/1/26
スペイン 10.0 0.1 2026/1/15
ギリシャ 7.9 0.3 2026/1/26
デンマーク 0.5 0.0 2026/1/15
合計 1,464 0.8 

（注）�ＧＤＰ比は2025年実績値に対する比率、合計は 
ＥＵ27ヵ国のＧＤＰに対する比率。

（出所）欧州委員会より大和総研作成

ル
ー
マ
ニ
ア

ポ
ー
ラ
ン
ド

ベ
ル
ギ
ー

フ
ラ
ン
ス

ハ
ン
ガ
リ
ー

ス
ロ
バ
キ
ア

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ブ
ル
ガ
リ
ア

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

イ
タ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア

ド
イ
ツ

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ラ
ト
ビ
ア

ス
ペ
イ
ン

マ
ル
タ

チ
ェ
コ

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

エ
ス
ト
ニ
ア

リ
ト
ア
ニ
ア

オ
ラ
ン
ダ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ポ
ル
ト
ガ
ル

ギ
リ
シ
ャ

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

デ
ン
マ
ー
ク

キ
プ
ロ
ス

0
1
2
3
4
5
6
7
8

-10
-8
-6
-4
-2
0
2
4
6
（ＧＤＰ比、％） （兆ユーロ）

ＥＵの財政基準：▲３％

図表６　ＥＵ加盟国の財政収支と名目ＧＤＰ（2025年）

（注）国名の枠線、およびグレーの棒グラフ（名目ＧＤＰ）はＮＥＣの利用を申
請していない国。

（出所）Eurostat、欧州委員会より大和総研作成

名目ＧＤＰ（右軸）
財政収支対ＧＤＰ比
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6,500 億ユーロの資金を確保することが可能とし
た。だが、これはＥＵ加盟国すべてが４年間で防
衛費をＧＤＰ比で 1.5％増加させることを前提と
した数値である。ＮＥＣの利用を申請していない
10 ヵ国がＥＵ全体のＧＤＰに占める割合は 2025
年時点で 50％を超えている。

利用を申請していない国は、アイルランド、ス
ペイン、フランス、イタリア、キプロス、ルクセ
ンブルク、マルタ、オランダ、ルーマニア、ス
ウェーデンである。ＮＥＣの利用を申請しない理
由によって、これらの国は３つのグループに大別
することができる。

１つ目は、そもそも防衛費の増加に前向きでは
ない国であり、これにはＮＡＴＯに加盟していな
いアイルランド、キプロス、マルタの３ヵ国、お
よびスペインが含まれる。スペインはＮＡＴＯの
目標を達成するため 2025 年こそ防衛費を大幅に
増加させたが、福祉国家と両立するためにはＧＤ
Ｐ比２％で十分であるとの立場を取っている。

２つ目のグループは財政が安定しており、ＮＥ

Ｃを利用せずに防衛費を増加させたとしても、ＥＵ
の基準である財政収支ＧＤＰ比▲３％以内の順守
が可能と見込まれるグループである。これにはル
クセンブルク、オランダ、スウェーデンが該当する。

そして、３つ目のグループは、防衛費を増加さ
せることに前向きであるものの、それ以上に財政
の再建に重きを置いている、あるいは、置かざる
を得ない国である。これにはフランス、イタリア、
ルーマニアの 3 ヵ国が該当する。

（２）フランス・イタリアは金利上昇に配慮
この分類の中で、特に注目すべきは、３つ目の

グループであり、加盟国の財政悪化を許容する政
策が、財政状況の悪い国で利用されていないとい
う点であろう。

ＮＥＣを利用すれば、ＥＵから財政規律違反と
判断される可能性が低下するが、それによって財
政悪化の本質が変わるわけではない。したがって、
ＮＥＣを使って財政を悪化させれば、それは金融
市場での信用力の低下、金利上昇要因になり得る。
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図表７　フランスとイタリアの財政収支（左）、債務残高（中）、10年債利回り（右）

（注）左図、中図の太い破線はＥＵが加盟国に求める財政規律の水準（財政収支対ＧＤＰ比▲３％、債務残高対ＧＤＰ比60％）。
（出所）Eurostat、欧州委員会、Bloomberg より大和総研作成
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ＮＥＣを申請していないフランス、イタリアは、
財政収支の厳しさもさることながら、債務残高の
ＧＤＰ比が大きく金利上昇がさらなる財政悪化要
因となりやすい。こうした金利上昇への警戒感が
フランス、イタリアが制度の利用を見送った背景
にはあるとみられる。

フランスは 2024 年６月の段階で既に欧州委
員会による過剰債務手続き（Excessive deficit 
procedure：ＥＤＰ）の対象となっており、財政
再建が喫緊の課題である。だが一方、2024 年６・
７月に実施された解散総選挙以降の政治的混乱に
よって、財政再建が滞っている。2025 年 12 月
には、2026 年度予算を成立させるために、マク
ロン大統領が推し進めてきた年金改革（受給開始
年齢の引き上げ）の凍結を余儀なくされ、財政再
建が一層困難となった。国内政治の不安定さも相
俟って、フランス国債の格付けは大手格付機関に
より 2025 年に格下げされており、ＮＥＣの利用
を申請することで金融市場がさらなる財政悪化を
織り込むことを警戒したとみられる。

イタリアの 2025 年の財政収支はＧＤＰ比▲
3.1％と、ＥＵの基準をわずかに下回ったが、メロー
ニ政権の下で着々と財政の健全化を進めている。
フランスと同様に 2024 年にＥＤＰ入りしたイタ
リアは、2025年にもＥＵの財政収支基準を達成し、
ＥＤＰを解除されることを目指していたが、あと
わずかなところで達成することができなかった。
財政収支の基準達成が目前となる中、ＮＥＣの利
用を申請して財政赤字を拡大させてしまうと、Ｅ
ＤＰからの脱却ができなくなるため、イタリアは
ＮＥＣの申請を見送った。メローニ政権が推し進
める財政再建によって、イタリア国債はフランス
とは対照的に 2025 年に大手格付機関から格上げ
されており、長くフランスを上回ってきたイタリ

アの長期金利は、2025 年半ば以降はフランスと
同程度の水準で推移している。2027 年に総選挙
を控えるメローニ政権にとって、財政赤字の削減、
基準の達成は有権者に対する重要なアピール材料
であり、財政規律達成へのこだわりは強い。

こうしたフランス、イタリアの動向は、ＥＵの
財政規律のみならず、金融市場の動向が各国の財
政運営上、重要な役割を果たしていることを示唆
する事例といえる。

３章　中長期の政策展望
１．ＮＡＴＯの3.5％目標は重要なベン
チマークに

ここまで、2025 年以降の財政の動き、および
短期的な見通しを確認してきたが、防衛費の増加
をめぐる議論は中長期的に続くと見込まれる。

2025 年の防衛費の増加にＮＡＴＯの目標が大
きな役割を果たしたことは既述した通りだが、Ｎ
ＡＴＯの目標は 2025 年６月に行われた首脳会議
で引き上げられた。新たな目標では従来２％に設
定されていた防衛費（中核的防衛費）対ＧＤＰ比
を 2035 年までに 3.5％まで引き上げることを目
標とする。また、これに加えて、国防に関連する
インフラ投資やサイバー関連の投資などに対し
1.5％を目標とし、両者を合わせた広義の防衛費
で５％が目指される。こうした議論の中で、ＮＡ
ＴＯの従来の目標の２％は、下限値へと位置付け
が変わっている。

ＮＡＴＯの目標値の引き上げは最大の防衛費負
担国である米国、トランプ大統領の意向を強く反
映したものである。トランプ大統領は 2025 年の
２期目就任以降、他のＮＡＴＯ加盟国に対し５％
の防衛費を要求してきた。スペインがこの目標の



30 大和総研調査季報　2026 年 夏季号 Vol.63

引き上げに反対したことなどもあり、最終的に防
衛費の定義を広げ、中核的防衛費の 3.5％にその
ほかの項目を含む 1.5％を加えるという形をとる
ことで、トランプ大統領が求める５％という要求
に応えた。中核的防衛費の 3.5％という数字は、
米国の防衛費（2025 年実績：3.1％、出所：Ｓ
ＩＰＲＩ）に近い水準にあり、これに他の同盟国
が平仄を合わせる意図があったとみられる。同盟

国間の協調という意味において、ＮＡＴＯの目標
の引き上げの意味は大きい。

2025 年の段階で、新たな目標である 3.5％の
目標を達成しているＥＵ加盟国は、ポーランドと
ラトビアの２ヵ国に限られる（前掲図表２）。一
方、多くの国がＮＡＴＯの新目標を見据えた上で、
防衛費の増加を何らかの形で明言している（図表
８）。国によってはあくまで短期的な見通ししか

図表８　ＥＵ加盟国の防衛費目標	 	 	 	 	

国名

防衛費
（NATO基準、2025年）

防衛費
（国内基準、2025年）

目標
金額

（億ユーロ） GDP比（％） 金額
（億ユーロ） GDP比（％）

オーストリア － － 56.3 1.12 2032年までにGDP比2％
ベルギー 128 2.00 123 1.98 2034年に2.5％
ブルガリア 23 2.06 22 1.90 2032年に3.5％
クロアチア 18.6 2.03 15 1.63 2030年に3％
キプロス － － 5.86 1.65 2026年に6.24億ユーロ
チェコ 69.3 2.00 60.7 1.83 －
デンマーク 132.3 3.22 105.4 2.65 2030年に3.5％
エストニア 14 3.38 17.1 4.13 2029年に5.4％
フィンランド 79.7 2.77 70.7 2.53 2029年に3％
フランス 618 2.05 620 2.08 2027年に2.3％
ドイツ － － 950 2.14 2029年に3.5％
ギリシャ 71.3 2.85 71.4 2.86 2036年に3.5％
ハンガリー 40.9 2.06 47.7 2.23 2026年も2％以上維持
アイルランド － － 13.5 0.22 2026年に15億ユーロ
イタリア 453 2.01 355 1.57 2030年に617億ユーロ
ラトビア 15.4 3.73 14.5 3.41 2026年に5％
リトアニア 33.5 4.00 33.5 4.00 2030年に6％
ルクセンブルク 12.5 2.00 7.94 0.90 2026年に13億ユーロ
マルタ － － 0.96 0.38 2026年に1億60万ユーロ
オランダ 261 2.49 258 2.21 2026年に270億ユーロ
ポーランド 417 4.48 290 3.19 2026年に4.8％
ポルトガル 59.3 2.00 30.7 1.03 2026年に25％増
ルーマニア 85.2 2.28 83.9 2.24 2030年に3.5％
スロバキア 28.7 2.04 27.8 2.02 2026年も2％以上
スロベニア 14.1 2.02 12.6 1.79 2030年に3％
スペイン 331 2.00 256 1.53 2026年に2.1％
スウェーデン 153 2.51 156.4 2.56 2030年に3.5％

（注）2026年３月時点。防衛費は欧州議会資料に基づくものであり、ＳＩＰＲＩ公表値とは一致しない。
（出所）欧州議会より大和総研作成
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示しておらず、必ずしも 3.5％目標達成までの経
路がコミットされているわけではないものの、目
標期限の 2035 年に向けて 3.5％達成を目指して
いくことになる。

２．財政規律緩和からの揺り戻し

ただし、前章で確認したように、既に一部の国
で問題視されている財政規律と防衛費増加の兼ね
合いは、今後はより大きな課題となるだろう。Ｅ
Ｕ全体としても、現状、財政収支は基準であるＧ
ＤＰ比▲３％を上回っており、短期的にはさらな
る悪化が見込まれる（前掲図表４）。こうした状況
が常態化することはＥＵの財政規律に反し、望ま
しくない。

ＥＵは防衛費に関しては一時的に財政規律の例
外扱いにすることを認めたが、財政規律基準の適
用を全面的に停止しているわけではない。既述し

たフランス、イタリアに加えて、ベルギー、ハン
ガリー、オーストリア、ポーランド、ルーマニア、
スロバキア、フィンランドの計９ヵ国は、ＥＤＰ
の対象となっており、財政再建に向けた取り組
みを義務付けられている（図表９）。また、2026
年６月にはブルガリアに対しＥＤＰの開始が検討
されることが公表された。ＥＵ加盟国の３分の１
以上が財政再建を求められる状況にある。

さらに、ＮＥＣを使って一時的に財政赤字の
拡大が認められたことで、例外規定が終了する
2029 年以降、一部の国ではより強い財政再建圧
力に直面する見込みが高い。

その意味では、当面のＥＵ全体の財政拡張の牽
引役になると見込まれるドイツの動向には注意が
必要であろう。

ドイツの 2025 年の財政収支対ＧＤＰ比は▲
2.7％となり、ＥＵが定める基準には届いていな
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図表９　欧州委員会による 2027年の財政収支、債務残高見通し

（注）破線はＥＵが加盟国に求める財政規律（財政収支対ＧＤＰ比▲３％、債務残高対ＧＤＰ
比 60％）。※印は 2026年６月時点のＥＤＰ対象国。

（出所）欧州委員会より大和総研作成
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い。だが、2026年は▲3.7％、2027年には▲4.1％
と赤字幅がさらに拡大し、財政規律に抵触する見
通しである。防衛費にかかるＮＥＣの利用を申請
しているため、2028 年まではＥＤＰの対象とな
る可能性は低いが、防衛費にかかるＮＥＣが終了
された後には、ドイツにもＥＤＰ入りが勧告され
る可能性がある。

ドイツでの拡張財政への転換、債務ブレーキの
改正に至る直接的なきっかけは国防意識の高まり
であったが、その意図としては必ずしも防衛費の
増加だけではなく、景気浮揚を狙ったものでもあ
る。2026 年の財政赤字の大幅な拡大は防衛費の
増加が大きな要因となっているものの、これに加
えて特別基金を用いたインフラ投資の増加も影響
している。インフラ投資特別基金の運用期間は
12 年間であり、これによる財政悪化圧力は長期
間続くことになる。

また、ドイツはＥＵが設定するもう一つの財政
基準である債務残高対ＧＤＰ比でも、2025 年実
績の時点で 63.5％と、ＥＵの基準である 60％を
既に超過し、2026 年（65.8％）、2027 年（68.0％）
はこれが一層拡大する見込みである。

仮にドイツが財政規律違反と判定され、財政計
画の修正を迫られることになれば、その影響はド
イツ経済のみならず、ＥＵ経済全体に及ぶことに
なる。

３．防衛と他の政策の兼ね合い

また、防衛費の先行きを考える上では、他の政
策とのバランスをどうとっていくかという点も大
きな課題である。防衛・安全保障はあくまでＥＵ
にとっての優先課題の１つである。ＥＵ、および
加盟国は、他の政策とバランスをとりつつ防衛費
の増加を目指す必要がある。

ＥＵにおける財政の方向性は 2025 年に入って
大きく転換したが、これによってＥＵの目指す政
策の方向性が変化したわけではない。ＥＵの政治
サイクルは欧州議会選挙が行われる５年サイクル
で動いており、現在は 2024 年６月の欧州議会選
挙を経て始まった第二次フォン・デア・ライエン
体制の中間年にある。フォン・デア・ライエン委
員長の続投が決まった後、2024 年７月に公表し
た戦略アジェンダ、およびその後公表した５年間
の政治指針の優先事項には、目下大きな動きを見
せる国防の強化も含まれているが、これに加えて、
競争力の強化、グリーン、デジタル政策の推進な
どが掲げられていた。

さらに、2024 年９月にマリオ・ドラギ前イ
タリア首相・前ＥＣＢ総裁による提言書「欧
州の競争力の未来（The future of European 
competitiveness）」、通称ドラギ・レポートが発
表されて以降、ＥＵの政策運営における優先事項
として、競争力強化の重要性が一段と増している。

ドラギ・レポートでは、ＥＵの生産性が停滞し
た結果、米国とのＧＤＰの差が拡大し続けてい
ること、また、中国などに対する競争力も低下
していることを指摘した上で、①イノベーショ
ン・ギャップの解消、②脱炭素と競争力の両立、
③対外依存の低減と防衛強化、の 3 つを今後の
政策の柱として提案した。欧州委員会はこのドラ
ギ・レポートでの提言を具体化した行程表として、
2025 年１月に「競争力コンパス」を公表し（図
表 10）、幅広い分野の取り組みが進められている。

中でも重要な動きとして、欧州委員会は 2025
年２月に脱炭素と競争力強化の両立を目指す産
業政策「クリーン産業ディール（The Clean 
Industrial Deal）」を発表した。これは従来設定
していた 2050 年までの気候中立目標を維持した



33

欧州における防衛費増加の進捗と展望

上、これまでの再生可能エネルギー（再エネ）を
重視から技術中立へと方針を転換しつつ、脱炭素
化を目指すものである。第一次フォン・デア・ラ
イエン体制で推進した「グリーン・ディール（The 
European Green Deal）」では再エネの拡大を
急いだ結果、中国依存を招いたことへの反省を踏
まえ、原子力などを含むクリーンエネルギーを推
進し、クリーンテック産業を支援する。ＥＵの成

長戦略の中心には引き続き気候変動対策があるこ
とを象徴するものといえる。

なお、欧州のシンクタンク European Policy 
Innovation Council が公表するドラギ・レポー
トの進捗トラッカーによれば、2026 年 1 月の時
点で 383 の提案のうち、既に実施済みが 15.1％、
部分的に実施済みが 23.8％、進行中が 41.0％、
未着手が 20.1％となっている。前回調査の 2025

図表10　競争力コンパスの主な内容
１．イノベーション・ギャップの解消

・スタートアップ・スケールアップ戦略
・第28番目の制度（28th regime）
・欧州イノベーション法
・欧州リサーチエリア法
・AIファクトリー・イニシアティブ／AI活用／科学分野AI／データ同盟戦略
・EUクラウド・AI開発法
・EU量子戦略および量子法
・欧州バイオテクノロジー法およびバイオ経済戦略
・ライフサイエンス戦略
・先端材料法
・宇宙法
・水平的合併規制ガイドライン見直し
・デジタルネットワーク法

２．脱炭素と競争力の両立
・クリーン産業ディールおよび安価なエネルギー行動計画
・産業界脱炭素化加速法
・電化行動計画および欧州グリッドパッケージ
・新たな国家補助枠組み
・鉄鋼・金属行動計画
・化学産業パッケージ
・欧州自動車産業の将来に関する戦略対話および産業行動計画
・持続可能な交通投資計画
・欧州港湾戦略および高速鉄道計画
・炭素国境調整メカニズム（CBAM）見直し
・循環型経済法
・農業・食料ビジョン
・海洋協定（オーシャンズ・パクト）
・欧州気候法改正

３．海外依存の低減と防衛強化
・野心的な通商協定およびクリーン通商・投資パートナーシップの締結
・地中海横断エネルギー・クリーンテック協力イニシアティブ
・重要原材料の共同購入プラットフォーム
・公共調達指令の改正
・防衛白書
・危機対応同盟戦略
・域内安全保障戦略
・重要医薬品法
・欧州気候適応計画
・水レジリエンス戦略

（出所）欧州委員会より大和総研作成	
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年９月時点では実施済みは 11.2％、未着手は
22.7％であり、少しずつではあるものの、提案内
容は着実に実行へと移されている。

ＥＵが優先事項に位置付けたとしても、そうし
た政策に各国政府がどのように取り組んでいく
か、とりわけ財政面での裁量は各国に委ねられる
部分が大きい。ただし、こうしたＥＵの重点分野
については、財政上の優遇措置も設けられている。

ＥＵは財政規律を 2024 年から再開するにあ
たってその一部を改正し、グリーン化、デジタル
化などのＥＵの優先事項に貢献する投資との両立
を目指すための措置を盛り込んだ。財政規律に抵
触した加盟国は欧州委員会に対し、債務残高の削
減に向けた中期財政構造計画の提出を求められる
が、ＥＵの優先事項に貢献する投資を確約した場
合には、その調整期間を通常の４年間から、最長
７年間まで延長することが可能となる。こうした
インセンティブ付けによって、ＥＵ加盟国は防衛
費よりも成長分野への投資を優先する可能性があ

る。
また、防衛費との天秤にかけられるのは、必ず

しもＥＵが優先事項に位置付ける投資だけではな
い。例えば、多くの国では高齢化が進む中、社会
保障制度の維持が難しくなっており、改革の必要
性が議論されている。既述のフランスやイタリア、
ドイツなどがその典型であるが、社会保障制度改
革と同時に防衛費を増加させることは、国民から
の強い反発を招く可能性があるだろう。一方、既
述したように、スペインでは社会保障の維持を重
視して、防衛費のさらなる増加に反対している。

政策の優先度は国によって異なり、各国の今後
の政治動向にも大きく左右される。ウクライナ戦
争の長期化や中東での地政学リスクの高まりなど
によって、これまで防衛費の増加については国民
からの支持も得やすい状態にあった。だが、将来
的には国内外の情勢が変化することで、他の政策
を優先するために防衛費の増加に反対する動きが
強まる可能性があるだろう。
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４．防衛支出の経済効果を高めるための
取り組み

ここまでで指摘した通り、近年急速に増加して
きた防衛費は引き続き増加圧力が強い一方、財政
規律や他の政策との兼ね合いによって、その増加
ペースは今後緩やかになっていく可能性がある。
防衛費の増加がＥＵの経済成長を押し上げるとの
見方はなおも根強いと思われるが、支出増による
単純な経済効果は中期的には逓減していくとみる
べきだろう。経済的な観点から防衛支出を考える
上では、その波及効果を高めるための取り組みが
重要となる。

防衛費の経済効果に関する先行研究では、その
乗数をプラスと結論づけるものが多いものの、推
計される乗数についてはかなりの幅がある。この
背景として、ＩＭＦ（2026b）やＯＥＣＤ（2026）
は、防衛費の乗数は多くの要因によって左右され
ると指摘する。具体的な要因としては、防衛産業
の生産能力、輸入依存度、防衛費の支出構成、資
金調達方法、財政状況、景気動向、金融政策対応
などが挙げられている。

これらの中でＥＵが現状、特に強く問題視して
いるのは、防衛支出による経済効果が輸入によっ
て海外へと漏れることである。ドラギ・レポート
はＥＵの 2022 年半ばから 2023 年半ばの防衛品
の調達の 78％がＥＵ外からのものであったこと
を指摘し、競争力強化の観点から防衛産業におけ
る産業政策の重要性を説いている。

防衛産業に対する産業戦略としては、ＥＵ
は 2024 年３月の段階で「欧州防衛産業戦略

（European Defence Industrial Strategy: Ｅ Ｄ
ＩＳ）」を公表している。この戦略では防衛支出
の恩恵を域内に還流させることを視野に、①2030

年までにＥＵ加盟国同士での防衛貿易額がＥＵの
全防衛取引の 35％以上を占めるようにする、②装
備品の域内調達比率を 2030 年まで 50％、2035
年までに 60％に引き上げる、③ 2030 年までに
40％以上の装備品を共同調達する、という３つ
の数値目標が掲げられた。この目標は 2025 年３
月に公表された防衛白書にも引き継がれている。

域内調達を推進する具体的な取り組みは、既述
のＳＡＦＥにも盛り込まれている。ＳＡＦＥで
は、ＥＵから融資を受ける条件として、ＥＵ、Ｅ
ＥＡ / ＥＦＴＡ加盟国、およびウクライナ以外か
らの調達比率が 35％を上回らないことを義務付
けている。これによって防衛支出の経済効果が輸
入の増加によって海外に漏れることを防ぐ効果が
期待される。

一方、需要の増加に十分対応できるだけの生産
能力がＥＵ域内にあるかは不確かであり、需要の
喚起と同時に、生産能力の増強もＥＵの防衛産業
にとっての大きな課題である。

ＥＵの防衛産業はこれまで各国独自での開発を
中心に進められてきたため、装備品の種類が多く、
防衛関連企業の規模も米国や中国などに比べて小
さいことが指摘されている。防衛白書では、部品
等の共通化による相互運用性の向上や、共同調達
の推進による需要の集約、安定確保によって、製
造業者の生産ラインの増強を促進する計画であ
る。だが、こうした取り組みは、企業の再編を促
す可能性が高く、企業からの反発も大きいと見込
まれる。ＥＵは 2030 年までに防衛品の供給体制
を整備することを目指しているが、実現は容易で
はないとみられる。

ロシアの脅威への対応として防衛費を急速に積
み増しているポーランドや北欧地域においては、
防衛力の強化は緊急性が高い。ＳＡＦＥによる融
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資や、防衛費増加を目的とした増税などで多額の
資金が調達される一方で、域内調達比率の条件が
供給制約となり、予算の執行が遅れることも想定
し得る。

経済効果や、安全保障という観点からは域内調
達の比率を上げることは理に適っているといえる
が、純粋な防衛ニーズからすれば、必ずしもこれ
が適切とはいいきれない。

また、防衛品の域内調達を重視する姿勢は、こ
れまでＥＵが多くの防衛品を輸入してきた米国と
の摩擦を高めかねない。域内調達比率の引き上げ
をめぐっては域内外で議論を生む可能性がある点
には注意を要する。

おわりに
2025 年に急展開を見せた防衛費をめぐる議論

は、安全保障の強化がＥＵにとっての差し迫った
課題となる中、ＥＵとしては異例の速さで対応が
進んだ。また、これによってＥＵ全体や加盟国の
多くが、ＮＡＴＯがかねて目標としてきた防衛費
対ＧＤＰ比２％に到達したことは、大きな節目と
なる。

もっとも、かつての目標であった２％という水
準は、今後は下限値に位置付けられることになり、
防衛費拡大の議論は新たなフェーズへと進むこと
になる。さらなる防衛費の積み増しの必要性が広
く共有される中、経済的にも防衛費の増加に期待
する状況は今後も続くことになるとみられる。

防衛費の目的はあくまで安全保障の強化であっ
て経済効果ではない。また、防衛費拡大による経
済効果の不確実性は大きい。そうした中で防衛費
の経済効果をいかに高め、競争力の強化に繋げら
れるかが今後の課題となる。防衛産業政策の実施

に向けたＥＵ加盟国間の調整は容易ではないとみ
られ、掲げた政策プランをいかに実行に移せるか
が今後の焦点となる。

また、本稿で指摘した通り、長期的には、防衛
費の増加は、財政規律や他の政策とのバランスを
取りつつ進められる必要がある。他の政策との兼
ね合いで防衛費の増加が滞る可能性はあるもの
の、それは経済的に必ずしもネガティブなものと
は限らない。防衛費の上昇を抑えつつ、他の政策
を積極的に推し進めるほうが、経済成長やＥＵが
最重視する競争力強化に資する可能性がある。逆
にいえば、防衛費に比重を置くことで、他の分野
で必要な投資が滞ることも起こり得る。

2025 年以降、ＥＵの財政は防衛費を中心とし
た議論が進んできたが、より広い視野で財政動向
を注視していくことが今後は一層重要となる。



37

欧州における防衛費増加の進捗と展望

【参考文献】
・European Central Bank （2025）, 

“Macroeconomic impacts of higher defence 
spending model-based assessment”, Economic 
Bulletin, Issue 6/2025

・European Commission （2024）, “The future of 
European competitiveness”

・European Commission （2025）, “A 
Competitiveness Compass for the EU”

・European Commission （2025）, “JOINT WHITE 
PAPER for European Defence Readiness 2030”

・European Commission （2025）, “European 
Economic Forecast. Spring 2025”

・European Commission （2026）, “European 
Economic Forecast. Spring 2026”

・IMF （2026a）, Macroeconomic Impacts of EU 
Defense Spending, Working Paper

・IMF （2026b）, Defense Spending: 
Macroeconomic Consequences And Trade-Offs, 
World Economic Outlook, Chapter 2

・OECD （2026）, “Fiscal and macroeconomic 
impacts of defence spending”, Working Paper

 ［著者］  
橋本 政彦（はしもと まさひこ）

ロンドンリサーチセンター
シニアエコノミスト（LDN 駐在）
担当は、欧州経済


